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ま え が き

市では、予算及び決算の概要、予算に対する収入及び支出の概況等について、川越市財政事

情の作成及び公表に関する条例第２条の規定により、年２回（上半期及び下半期）市民の皆様に

お知らせしています。

今回は、令和３年度予算及び令和２年度下半期（令和２年１０月１日から令和３年３月３１日）の

予算の執行状況や公営事業の経理状況等についてお知らせします。

なお、令和２年度下半期の数値は、令和３年３月３１日現在のものであり、地方自治法第２３５

条の５の規定による予算執行の残務を整理する期間（出納整理期間）の数値が含まれていないた

め、決算数値とは異なります。
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令和３年度予算は、新型コロナウイルス感染症の影響により、市税等が大幅な減収となる中、
新型コロナウイルス感染症への対応に取り組みつつ、第四次川越市総合計画を踏まえ、「子ども
を安心して産み、育てることができるまちづくり」、「魅力を高め、活力を生み出すまちづくり」、「人
と人とがつながり、安心して暮らせるまちづくり」、「将来にわたって持続可能なまちづくり」を積極
的に推進することを目指し、予算を編成しました。
歳入は、根幹をなす市税について、個人市民税や法人市民税の大幅な落ち込みとともに、固

定資産税や市たばこ税の減により、市税全体で減収を見込みました。市債は、臨時財政対策債
の増はあるものの、子育て安心施設建設工事の完了等に伴う市債の減により、前年度よりも減少
しました。
歳出は、予算の約４６％を占める民生費について、国保会計繰出金や生活保護等の増はある

ものの、子育て安心施設建設工事の完了に伴う事業費等の減により、前年度より減少しました。
衛生費について、東清掃センター大規模改修の年割額の変更による増はあるものの、東清掃

センターや資源化センターの施設管理費等の減により、前年度より減少しました。
その結果、一般会計予算が前年度当初予算比で3.3％減、総額1,120億7千万円に、特別会計

予算は合計で前年度当初予算比0.5％増、824億7,888万6千円の予算規模となりました。

■令和３年度予算の概要

令和３年度会計別予算額 （△印 減）

一般会計 市の行政運営の基本的な経費を計上した会計

特別会計 特定の事業を行うにあたり、一般会計と区別し、特定の歳入を特定の歳出に充てて経理する会計

用語解説

区 分
会計別

令和３年度
予算額
（千円）

令和２年度
当初予算額
（千円）

対前年度
増減額
（千円）

対前年度
増減率
（％）

一 般 会 計 112,070,000 115,850,000 △ 3,780,000 △ 3.3

特 別 会 計 合 計 82,478,886 82,070,478 408,408 0.5

国 民 健 康 保 険 事 業 33,423,000 33,128,300 294,700 0.9

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 4,712,100 4,674,000 38,100 0.8

歯 科 診 療 事 業 78,900 85,100 △ 6,200 △ 7.3

介 護 保 険 事 業 24,189,300 24,087,200 102,100 0.4

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 75,600 91,100 △ 15,500 △ 17.0

川越駅東口公共地下駐車場事業 112,800 116,300 △ 3,500 △ 3.0

農 業 集 落 排 水 事 業 155,900 148,200 7,700 5.2

水 道 事 業 10,222,235 9,940,952 281,283 2.8

公 共 下 水 道 事 業 9,509,051 9,799,326 △ 290,275 △ 3.0

総 計 194,548,886 197,920,478 △ 3,371,592 △ 1.7
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一般会計歳入（款別） （△印 減）

区 分
款 別

令和３年度 令和２年度

予算額
（千円）

構成比
（％）

増減率
（％）

市民一人当たり
予算額
（円）

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

市税 54,513,974 48.6 △ 5.8 154,237 57,864,574 49.9 
地方譲与税 678,708 0.6 △ 8.7 1,920 743,268 0.6 
利子割交付金 30,000 0.0 0.0 85 30,000 0.0 
配当割交付金 200,000 0.2 △ 2.2 566 204,397 0.2 
株式等譲渡所得割交付金 200,000 0.2 6.4 566 187,977 0.2 
法人事業税交付金 320,000 0.3 △ 20.0 905 400,000 0.3 
地方消費税交付金 7,500,000 6.7 5.0 21,220 7,141,016 6.2 
ゴルフ場利用税交付金 32,959 0.0 △ 34.1 93 50,000 0.0 
環境性能割交付金 80,000 0.1 △ 13.9 226 92,928 0.1 
地方特例交付金 428,800 0.4 0.0 1,213 428,800 0.4 
地方交付税 1,440,000 1.3 △ 4.0 4,074 1,500,000 1.3 
交通安全対策特別交付金 40,796 0.0 △ 3.1 115 42,102 0.0 
分担金及び負担金 912,662 0.8 1.3 2,582 900,732 0.8 
使用料及び手数料 2,049,306 1.8 △ 2.1 5,798 2,093,456 1.8 
国庫支出金 19,731,430 17.6 △ 1.4 55,827 20,013,108 17.3 
県支出金 7,842,472 7.0 2.6 22,189 7,644,958 6.6 
財産収入 207,257 0.2 △ 31.1 586 300,917 0.3 
寄附金 60,340 0.1 98.9 171 30,330 0.0 
繰入金 3,579,471 3.2 29.2 10,127 2,771,016 2.4 
繰越金 1,000,000 0.9 0.0 2,829 1,000,000 0.9 
諸収入 2,805,625 2.5 2.3 7,938 2,741,421 2.4 
市債 8,416,200 7.5 △ 13.0 23,812 9,669,000 8.3 
歳入合計 112,070,000 100.0 △ 3.3 317,082 115,850,000 100.0 

市税 市民税、固定資産税、都市計画税、市たばこ税、事業所税、軽自動車税、入湯税

国庫支出金 一定の事業に使いみちを特定して国から交付されるもの

市債 国や金融機関等からの借入金

県支出金 一定の事業に使いみちを特定して県から交付されるもの

地方消費税交付金 地方消費税の一定の割合が県から交付されるもの

グラフ中のその他 繰入金、諸収入、使用料及び手数料、地方交付税、繰越金、分担金及び負担金、地方譲与
税、地方特例交付金等

用語解説

国庫支出金の減

は、社会資本整

備交付金（中心

三駅周辺整備

分）、社会福祉

施設等施設整備

費等補助金及び

保育所等整備交

付金等の減によ

るものです。

市債の減は、子

育て安心施設建

設工事の完了等

に伴う市債の減

によるものです。

※令和３年度の市民一人当たり予算額は令和３年４月１日現在の人口353,442人にて算出した。
※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

市税

市税

国庫支出金

国庫支出金

市債

市債

県支出金

県支出金

地方消費税交付金

地方消費税交付金

その他

その他

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

令和３年度

令和２年度

（億円）

市税の減は、個

人市民税や法人

市民税等の大幅

な減によるもの

です。
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一般会計歳出（款別） （△印 減）

区 分
款 別

令和３年度 令和２年度

予算額
（千円）

構成比
（％）

増減率
（％）

市民一人当たり
予算額
（円）

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

議 会 費 673,951 0.6 2.9 1,907 654,682 0.6 

総 務 費 10,786,074 9.6 △ 10.5 30,517 12,048,357 10.4 

民 生 費 51,208,001 45.7 △ 0.4 144,884 51,430,421 44.4 

衛 生 費 12,855,879 11.5 △ 1.9 36,373 13,102,948 11.3 

労 働 費 168,996 0.2 2.3 478 165,143 0.1 

農林水産業費 1,217,431 1.1 105.4 3,445 592,669 0.5 

商 工 費 840,860 0.8 8.0 2,379 778,472 0.7 

土 木 費 5,828,273 5.2 △ 29.9 16,490 8,309,824 7.2 

消 防 費 4,567,808 4.1 △ 8.0 12,924 4,967,470 4.3 

教 育 費 12,378,241 11.0 △ 2.5 35,022 12,700,089 11.0 

災 害 復 旧 費 2,000 0.0 0.0 6 2,000 0.0 

公 債 費 11,306,536 10.1 4.7 31,990 10,803,627 9.3 

諸 支 出 金 115,950 0.1 △ 33.5 328 174,298 0.2 

予 備 費 120,000 0.1 0.0 340 120,000 0.1 

歳 出 合 計 112,070,000 100.0 △ 3.3 317,082 115,850,000 100.0 

教育費の減は、
蔵造り資料館の
解体工事の完了
や小学校教科書
採択に係る事業
費等の減による
ものです。

衛生費の減は、
東清掃センター
や 資 源 化 セ ン
ターの施設管理
費等の減による
ものです。

民生費の減は、
子育て安心施設
建設工事の完了
に伴う事業費等
の減によるもの
です。

※令和３年度の市民一人当たり予算額は令和３年４月１日現在の人口353,442人にて算出した。
※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

民生費 児童、高齢者、障害を持った方のための各種の福祉施策や運営、生活保護の実施等のための経費

衛生費 保健衛生、環境保全等のための経費

教育費 学校教育や社会教育の充実等のための経費

公債費 借入金の元金、利子の返済のための経費

総務費 選挙事務、戸籍事務、徴税事務、庁舎管理、芸術・文化・スポーツ振興等のための経費

土木費 道路整備、河川改修、公園・市営住宅の整備や管理等の経費

グラフ中のその他 消防費、農林水産業費、商工費、議会費、労働費、予備費、諸支出金、災害復旧費

用語解説

民生費

民生費

衛生費

衛生費

教育費

教育費

公債費

公債費

総務費

総務費

土木費

土木費

その他

その他

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

令和３年度

令和２年度

（億円）
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一般会計歳出（性質別）

区 分
性質別

令和３年度 令和２年度

予算額
（千円）

構成比
（％）

増減率
（％）

市民一人当たり
予算額（円）

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

人 件 費 21,644,685 19.3 △ 3.6 61,240 22,447,613 19.4

物 件 費 16,909,589 15.1 △ 1.1 47,843 17,098,584 14.8

維 持 補 修 費 612,451 0.5 △ 22.8 1,733 793,707 0.7

補 助 費 等 9,467,267 8.4 △ 4.3 26,786 9,896,662 8.5

扶 助 費 34,844,896 31.1 1.8 98,587 34,237,853 29.6

普通建設事業費 6,607,984 5.9 △ 38.7 18,696 10,775,983 9.3

災害復旧事業費 2,000 0.0 0.0 6 2,000 0.0

公 債 費 11,306,507 10.1 4.7 31,990 10,803,589 9.3

積 立 金 26,540 0.0 △ 57.2 75 61,962 0.1

投資及び出資金 － － － － － －

貸 付 金 70,974 0.1 △ 29.2 201 100,272 0.1

繰 出 金 10,457,107 9.3 9.9 29,586 9,511,775 8.2

予 備 費 120,000 0.1 0.0 340 120,000 0.1

歳 出 合 計 112,070,000 100.0 △ 3.3 317,082 115,850,000 100.0

※令和３年度の市民一人当たり予算額は令和３年４月１日現在の人口353,442人にて算出した。

※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

人件費の減は、

職員手当、報酬

等の減によるも

のです。

公債費の増は、

小中学校普通教

室空調施設整備

に伴う市債の償

還金や臨時財政

対策債の償還金

等の増によるも

のです。

扶助費 生活保護、児童手当等の各種扶助の経費

人件費 職員給与等の勤労の対価、報酬として支払われる経費

物件費 公共料金、旅費、消耗品の購入費等の消費的性質の経費

公債費 借入金の元金、利子の返済のための経費

補助費等 公益性に着目し、奨励又は財政援助を行うための補助金支出等に要する経費

普通建設事業費 道路、橋りょう、学校、庁舎等の公共・公用施設の建設のための経費

グラフ中のその他 繰出金、維持補修費、予備費、貸付金、積立金、災害復旧事業費

用語解説

（△印 減）

扶助費

扶助費

人件費

人件費

物件費

物件費

公債費

公債費

補助費等

補助費等

普通建設事業費

普通建設事業費

その他

その他

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

令和３年度

令和２年度

（億円）

扶助費の増は、

介護給付・訓練

等給付、生活保

護等の増による

ものです。
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款別 事　　業　　名 予算額 款別 事　　業　　名 予算額

市民意識調査の実施 2,700 （新）自立相談支援でのアウトリーチ等の

充実
7,363

ふるさと納税推進 24,936 （新）手話通訳者の養成及び派遣事業 7,483

（新）会議録作成支援システム導入 7,585 （新）窓口受付発券システム及び申請書事

前作成システム導入
1,630

市制施行１００周年記念事業 50,130 地域包括支援センター運営事業 410,950

大会支援、大会関連プログラム等 52,608 生活支援体制整備事業 44,061

提案型協働事業補助金 960 地域介護予防活動支援事業 5,745

地域会議補助金 4,256 （新）中核機関の開設 12,038

（新）川越市空家等実態調査 6,110 民間福祉施設補助（地域密着型施設等） 36,482

（新）犯罪被害者等見舞金 900 （新）特定教育・保育施設等重大事故検証

委員会設置
137

自転車シェアリング事業 8,296 保育所等建設費補助金 21,664

デマンド型交通事業 31,845 ひとり親家庭等学習支援事業 10,485

（新）ＪＲ川越線複線化協議会参加 1,050 母子生活支援施設入所委託 29,724

市内循環バス運行 156,350 家庭訪問型子育て支援事業（ホームスタート） 3,015

安全安心通学路対策 10,000 （新）子育て安心施設運営管理 36,453

文化芸術スポーツ振興基金活用事業 3,150 （新）川越市保育ステーション事業 54,104

文化芸術かがやき表彰 33 児童発達支援センター運営管理 56,043

（新）第五次川越市国際化基本計画策定 2,800 ＰＣＲ検査等の公費負担 34,986

日本語学習ボランティア講座 200 感染症入院医療費の公費負担 29,588

パートナーシップ宣誓制度 6 妊娠を希望する女性等への風しん予防接種 2,865

（新）第三次川越市スポーツ振興計画策定 2,852 大人の男性の風しん抗体検査及び予防接種 51,913

小江戸川越ハーフマラソン大会 4,000 利用者支援事業（母子保健型） 1,254

ジュニアアスリート育成事業 1,000 産後ケア事業 1,801

パッケージ空調機交換工事（総合体育館） 4,640 産前・産後サポート事業 633

本庁舎老朽化対策 592,000 がん検診 287,997

ＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡ運用業務 3,909 再生可能エネルギー機器等普及促進事業補助

金
2,320

マイキーＩＤ設定支援業務 3,946 （新）ごみ処理基本計画策定 3,666

マイナンバーカード交付に係る人材派遣 15,143 環境衛生センター施設整備 6,490

（新）新たな福祉システムの導入 205,852 東清掃センター大規模改修 1,639,900

コミュニティソーシャルワーカー配置事業 20,675 労働費 就労支援事業 4,963

川越市生活困窮者学習・生活支援事業 9,209 農林水

産業費
拠点施設改修整備工事 557,773

総務費

民生費

民生費

衛生費

令和３年度の主要な事業（一般会計） （単位：千円）
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款別 事　　業　　名 予算額 款別 事　　業　　名 予算額

川越市商店街空き店舗対策事業補助金 1,150 初雁公園整備 135,158

中小企業事業資金融資利子補給金 1,100 （新）江川流域都市下水路内水対策工事

（流入改善）
8,800

小規模企業者セーフティ融資

（新型コロナウイルス特例）
11,000 （新）川越江川内水対策事業費負担金

（仮称川崎調整池関連）
33,000

川越市企業立地奨励金 17,964 旧川越織物市場整備 214,000

（新）産業振興ビジョン策定 3,270 市営住宅的場団地外壁等改修工事 61,251

川越市住宅改修補助金 14,000 消防費 （新）ＩＰ無線機の導入 2,911

川越市事業承継店舗改修等補助金 400 ＧＩＧＡスクールサポーター 44,232

観光案内所運営 34,743 英語指導助手配置事業 76,502

一般社団法人ＤＭＯ川越補助金 22,296 スクールソーシャルワーカー 20

地籍調査（荒川第二・第三調節池整備事業

関連）
25,939 認定こども園施設整備補助金 49,506

（新）市内分譲マンション実態調査 6,000 受変電設備等改修工事 48,000

ブロック塀撤去補助 520 小学校情報教育推進 222,479

舗装整備（市道） 56,031 就学援助（小学校） 71,545

（新）道路照明灯ＬＥＤ化 26,350 受変電設備等改修工事 48,000

幹線道路（市道）整備 35,235 中学校情報教育推進 99,916

幹線道路（市道）整備（用地） 72,770 就学援助（中学校） 121,293

生活道路（市道）改良 105,250 防球ネット改修工事 132,944

生活道路（市道）改良（用地） 50,100 放課後子供教室 251

市道３５７１・３０２７号線整備に係る測

量業務
36,600 学童保育室改修工事 27,053

広域幹線（市道）整備（用地） 101,910 初雁公園発掘業務 2,221

（新）県道交差点整備 15,000 （新）オリンピック関連特別展 1,865

川越駅東口駅前広場改修 165,100 電子書籍サービス事業 1,870

脇田歩道橋耐震化 93,000 （新）クラッセ川越冷暖房設備等改修工事 147,912

下小坂樋管周辺内水対策 7,000

中小河川排水路整備

（緊急自然災害防止対策）
115,350

準用河川久保川改修工事 61,500

川越市駅周辺まちづくり構想検討 2,500

（新）中央通り線無電柱化方策検討 2,500

南古谷駅周辺地区整備 219,419

連雀町新富町通線舗装美装化工事 31,520

教育費

商工費

土木費

土木費

（単位：千円）
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■令和２年度予算に対する収入及び支出の概況（令和３年３月３１日現在）

１．一般会計

歳 入 （△印 減）

区 分
款 別

予算現額
A （千円）

収入済額
B （千円）

予算現額と収入済額
との比較 B－A （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

市 税 57,864,574 56,127,208 △ 1,737,366 97.0 
地 方 譲 与 税 743,268 745,511 2,243 100.3 
利 子 割 交 付 金 30,000 40,490 10,490 135.0 
配 当 割 交 付 金 204,397 214,559 10,162 105.0 
株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 187,977 257,205 69,228 136.8 
法 人 事 業 税 交 付 金 400,000 376,147 △ 23,853 94.0 
地 方 消 費 税 交 付 金 7,141,016 7,291,219 150,203 102.1 
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 35,378 44,605 9,227 126.1 
環 境 性 能 割 交 付 金 92,928 103,235 10,307 111.1 
地 方 特 例 交 付 金 460,452 460,452 0 100.0 
地 方 交 付 税 1,582,316 1,660,189 77,873 104.9 
交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 42,102 47,365 5,263 112.5 
分 担 金 及 び 負 担 金 833,271 644,818 △ 188,453 77.4 
使 用 料 及 び 手 数 料 1,844,907 1,624,583 △ 220,324 88.1 
国 庫 支 出 金 65,545,823 58,570,893 △ 6,974,930 89.4 
県 支 出 金 8,273,546 5,992,654 △ 2,280,892 72.4 
財 産 収 入 212,617 162,453 △ 50,164 76.4 
寄 附 金 68,520 69,809 1,289 101.9 
繰 入 金 366,136 187,964 △ 178,172 51.3 
繰 越 金 3,417,690 3,417,644 △ 46 100.0 
諸 収 入 2,603,800 2,100,417 △ 503,383 80.7 
市 債 11,453,538 2,612,803 △ 8,840,735 22.8 
歳 入 合 計 163,404,257 142,752,223 △ 20,652,034 87.4 
※市税の収入済額は、市税歳計外分を市税歳入へ収入金更正した後の金額。

※予算現額には、前年度からの繰越明許費繰越財源等（国庫支出金859,641千円、県支出金109,389千円、繰越金175,546千円、市債1,806,954千円）
を含む。

※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

歳 出

区 分
款 別

予算現額
A （千円）

支出済額
B （千円）

予算現額と支出済額
との比較 A－B （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

議 会 費 640,581 608,751 31,830 95.0 
総 務 費 48,457,237 44,956,319 3,500,918 92.8 
民 生 費 54,860,373 43,864,550 10,995,823 80.0 
衛 生 費 16,138,080 11,759,475 4,378,605 72.9 
労 働 費 165,143 156,800 8,343 94.9 
農 林 水 産 業 費 622,206 549,451 72,755 88.3 
商 工 費 2,151,953 1,854,975 296,978 86.2 
土 木 費 8,499,851 5,077,774 3,422,077 59.7 
消 防 費 4,916,772 4,874,844 41,928 99.1 
教 育 費 16,004,890 12,794,868 3,210,022 79.9 
災 害 復 旧 費 38,184 26,076 12,108 68.3 
公 債 費 10,803,627 10,611,923 191,704 98.2 
諸 支 出 金 60,600 24,545 36,055 40.5 
予 備 費 44,759 0 44,759 0.0 
歳 出 合 計 163,404,257 137,160,349 26,243,908 83.9 
※予算現額には、前年度からの繰越明許費繰越額等（総務費106,668千円、民生費235,402千円、衛生費185,188千円、農林水産業費32,109千円、
土木費993,285千円、消防費500千円、教育費1,362,194千円、災害復旧費36,184千円）を含む。
※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

- 8 -



２．特別会計

歳 入 （△印 減）

区 分
会計別

予算現額
Ａ （千円）

収入済額
Ｂ （千円）

予算現額と
収入済額との比較
B－A （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

国 民 健 康 保 険 事 業 33,257,055 31,227,702 △ 2,029,353 93.9 

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 4,443,801 4,352,325 △ 91,476 97.9 

歯 科 診 療 事 業 85,100 86,031 931 101.1 

介 護 保 険 事 業 24,572,240 20,897,277 △ 3,674,963 85.0 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 91,100 110,257 19,157 121.0 

川越駅東口公共地下駐車場事業 116,300 113,813 △ 2,487 97.9 

農 業 集 落 排 水 事 業 148,200 150,481 2,281 101.5 

合 計 62,713,796 56,937,888 △ 5,775,908 90.8 

歳 出

区 分
会計別

予算現額
Ａ （千円）

支出済額
Ｂ （千円）

予算現額と
支出済額との比較
A－B （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

国 民 健 康 保 険 事 業 33,257,055 31,643,790 1,613,265 95.1

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 4,443,801 4,279,836 163,965 96.3

歯 科 診 療 事 業 85,100 73,736 11,364 86.6

介 護 保 険 事 業 24,572,240 21,900,200 2,672,040 89.1

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 91,100 51,065 40,035 56.1

川越駅東口公共地下駐車場事業 116,300 52,209 64,091 44.9

農 業 集 落 排 水 事 業 148,200 130,760 17,440 88.2

合 計 62,713,796 58,131,597 4,582,199 92.7

※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。
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■市民の税負担状況（令和３年３月３１日現在）

区 分

税 目

令和２年度

予算現額 調定額 収入済額

Ａ 構成比
市民一人当たり
調定額

一世帯当たり
調定額

Ｂ
収入率
(B/A)

千円 千円 ％ 円 円 千円 ％

市 税 総 額 57,864,574 59,500,164 100.0 168,345 364,980 56,127,208 94.3 

市 民 税 26,243,441 26,940,296 45.3 76,223 165,255 24,737,614 91.8 

固 定 資 産 税 23,077,894 23,867,890 40.1 67,530 146,408 22,982,032 96.3 

軽 自 動 車 税 658,927 680,518 1.1 1,925 4,174 644,598 94.7 

市 た ば こ 税 2,004,240 1,978,968 3.3 5,599 12,139 1,977,917 99.9 

入 湯 税 800 567 0.0 2 3 567 100.0 

事 業 所 税 1,680,183 1,692,503 2.8 4,789 10,382 1,606,206 94.9 

都 市 計 画 税 4,199,089 4,339,422 7.3 12,278 26,618 4,178,274 96.3 

※市税の収入済額は、市税歳計外分を市税歳入へ収入金更正した後の金額。
※市民一人当たり調定額は令和３年３月３１日現在の人口353,442人にて算出。
※一世帯当たり調定額は令和３年３月３１日現在の世帯数163,023世帯にて算出。
※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

市民税 個人・法人の所得に対して課される税金

固定資産税 土地、家屋、償却資産に対して課される税金

都市計画税 都市計画事業等にあてるため、市街化区域に所在する土地、家屋に対して課される税金

市たばこ税 たばこに対して課される税金

事業所税 一定規模以上の事業所に対して課される税金

その他 軽自動車税、入湯税

用語解説

市民税

45.3%
固定資産税

40.1%

都市計画税

7.3%

市たばこ税

3.3%

事業所税

2.8%

その他

1.1%

税目別割合（調定額）
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■市債及び一時借入金の現在高（令和３年３月３１日現在）

■市有財産の現在高（令和３年３月３１日現在）

１．土地・建物（道路・水路を除く）

区 分
面 積

㎡

価 格
千円

土
地

行 政 財 産 2,650,394.45 149,723,281

普 通 財 産 205,320.62 12,149,672

計 2,855,715.07 161,872,953

建
物

行 政 財 産 779,812.65 101,700,282

普 通 財 産 4,422.89 213,310

計 784,235.54 101,913,592

２．基金（積立基金）

基 金 名 金 額 （円）

財政調整基金 3,058,388,563
福祉基金 28,204,977
商業振興施設整備基金 42,339,956
職員退職手当基金 589,169,897
初雁公園整備基金 274,627,983
緑の基金 166,637,812
庁舎建設基金 1,572,906,573
平和基金 47,916,180
文化芸術スポーツ振興基金 40,100,519
みんなで支える観光基金 22,605,335
公共施設マネジメント基金 552,016,932
減債基金 400,295,331
森林環境基金 24,614,142
大学奨学金基金 30,399,041
市制施行百周年記念事業基金 85,709,056
介護保険保険給付費等準備基金 3,375,846,928

計 10,311,779,225

行政財産 庁舎、学校等の建物や敷地といった公用・公共のために使用されるもの

普通財産 行政財産以外の公有財産

用語解説

２．一時借入金の現在高

１．市債の現在高

区 分 金額 （千円）

一
般
会
計
債

普
通
債

総 務 債 7,484,784
民 生 債 3,692,802
保 育 所 債 1,297,828
衛 生 債 9,684,377
労 働 債 41,386
農 林 水 産 業 債 183,290
商 工 債 360,070
土 木 債 20,914,163
公 営 住 宅 債 112,988
消 防 債 529,448
教 育 債 6,525,085
義 務 教 育 債 7,427,241
災 害 復 旧 債 80,588
普 通 債 合 計 58,334,049

そ
の
他

減 収 補 て ん 債 519,762
減 税 補 て ん 債 680,520
臨時税収補 て ん 債 0
臨 時 財 政 対 策 債 33,456,167
そ の 他 合 計 34,656,449
一般会計債合計 92,990,498

区 分 金額 （千円）

特
別
会
計
債

母子父子寡婦福祉資金貸付事業債 467,417
川越駅東口公共地下駐車場事業債 12,489
農 業 集 落 排 水 事 業 債 888,308
水 道 事 業 債 7,198,616
公 共 下 水 道 事 業 債 15,485,580

特別会計債合計 24,052,410

区 分 金額 （千円）

一般会計債合計 92,990,498
特別会計債合計 24,052,410
総 合 計 117,042,908 

区 分 金額 （千円）

一般会計一時借入金 0
特別会計一時借入金 0

総 合 計 0
※金額は千円未満を四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。
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■財政指数等比較（普通会計決算）

93.1 

95.7 
97.0 

97.9 99.8 

90.9 

92.8 93.1 93.9 
94.5 

90.0 

92.5 92.8 93.0 
93.6 

85.0
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95.0

100.0

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

経常収支比率

川越市 県内平均 全国平均

（％）

11.6

12.4 13.4 13.4
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11.8 12.4 12.4 12.4
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公債費負担比率

川越市 県内平均 全国平均

（％）

21,974 22,396 20,862 21,803 18,920 

49,598 52,392 52,748 55,548 53,703 

120,749 122,440 123,604 124,034 123,462 

0

20,000

40,000
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80,000
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

積立基金現在高（住民一人当たり）

川越市 県内平均 全国平均（円）

経常収支比率 は、

経常一般財源が経常的経費

に使われた割合で、 比率が

高いほど財政構造の弾力性

に欠けるとされます。

※一般財源 使途が特定されず、どのような経費にも使用することができる財源
※経常一般財源 市税など経常的な一般財源
※経常的経費 職員人件費、施設の維持管理費、扶助費、公債費など経常的な経費

公債費負担比率 は、

公債費に使われた一般財源

の一般財源総額に対する割

合で、比率が高いほど公債

費による財政負担が大きくな

ります。

積立基金 は、

年度間の財源調整や特定の

目的のために、資金を積立て

るもので、市の「貯金」です。
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地方債現在高（住民一人当たり）

川越市 県内平均 全国平均
（円）
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債務負担行為額（住民一人当たり）

川越市 県内平均 全国平均（円）

地方債現在高 は、

過去に借り入れた地方債の

未償還元金で、額が多いほ

ど将来の財政負担が大きく

なります。

※地方債 地方公共団体が建設事業などを行う際に借り入れる借金で、将来の財政負担となるものの、財政負担の平準化や
世代間負担の公平化が図れる。

債務負担行為額 は、

地方公共団体が負っている

債務（地方債等を除く）のうち、

翌年度以降に支出が予定さ

れているもので、額が多いほ

ど将来の財政負担が大きく

なります。

※住民一人当たりの積立基金現在高、地方債現在高、債務負担行為額については、住民基本台帳人口（基準日１月１日）を基に
算出している。

普通会計 国の統計調査である地方財政状況調査の対象となる会計で、主に市税を原資として経理される。
川越市の場合、一般会計及び歯科診療事業、母子父子寡婦福祉資金貸付事業の２特別会計がこれに当
る。
普通会計以外の会計は公営事業会計として区分される。

用語解説
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■水道事業の業務状況 （令和３年３月３１日） 
 
１ 事業の概況 

令和３年３月３１日現在の水道事業の概況は、次のとおりです。 
・給水人口       ３５３，４１０人 
・給水戸数       １６２，９９８戸 
・一日平均配水量    １１０，２２６㎥ 
・年間総配水量  ４０，２３２，５１８㎥ 
・有収水量     ３７，８２８，２７１㎥ 
・有収率          ９４．０２％ 

  
また、水道水を市民の皆様に安定的に供給するために、令和２年度も老朽化

した施設の更新や改良を計画的に進めてまいりました。 
具体的には、第三次浄水場整備事業として、施設の修繕や場内管路の耐震化

工事を実施しております。 
令和２年度に実施した事業の主な内容は、次のとおりです。 
 

（１）配水管路の新設改良事業 
   配水管更新事業   １３，１４１ｍ 
   配水管布設替事業     ８７８ｍ 
   管網整備事業（布設）   ２４４ｍ 
   配水補助管布設事業  １，０７２ｍ 
 
（２）第三次浄水場整備事業 
   中福受水場ほか１箇所無停電電源装置更新工事 
   霞ケ関第二浄水場着水井・混和池修繕工事 

   仙波浄水場場内管路耐震化その他工事 
 

その他の主な業務の執行状況について、給水装置の新設工事件数として年 
２，４６７件を予定していたところ、上半期６５５件、下半期７６９件、 
計１，４２４件（５７．７％）を行いました。 

 
 
２ 経理の状況 

収益的収入支出につきましては、水道事業収益の予算額６，９７１，６３６

千円に対して、６，７９２，２２７千円の収入があり、水道事業費用の予算額 
６，４４２，０４５千円に対して、６，２１０，１４２千円の支出があり、収
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入支出差引５８２，０８５千円となりましたが、消費税及び地方消費税抜きの

損益ベースでは、４２９，５４９千円の純利益を計上しました。 
資本的収入支出につきましては、資本的収入の予算額９７３，７６７千円に

対して、９３８，５９４千円の収入があり、資本的支出の予算額 
３，０９６，６９１千円に対して、２，６７８，３８４千円の支出があり、収

入支出の差引１，７３９，７９０千円の不足を生じましたが、この不足額は、

過年度分損益勘定留保資金等で補填しました。 
なお、令和２年度の予算の執行状況は、次のとおりです。 

※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 
（１）収益的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 
 
収入                         

科 目 予算現額Ａ 執行額Ｂ B―A 執行率％ 
営 業 収 益 6,564,278 6,344,978 △219,300 96.7 
営業外収益 407,341 446,390 39,049 109.6 
特 別 利 益  17 859 842 5,052.9 

計 6,971,636 6,792,227 △179,409 97.4 
 
支出                            

科 目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

営 業 費 用  6,225,725 6,004,038 0 221,687 96.4 
営業外費用 205,938 204,479 0 1,459 99.3 
特 別 損 失 5,382 1,625 0 3,757 30.2 
予 備 費 5,000 0 0 5,000 0.0 

計 6,442,045 6,210,142 0 231,903 96.4 
 

（２）資本的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 
 
収入                        
科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 
企 業 債 700,000 700,000 0 100.0 
他 会 計 負 担 金 35,917 35,741 △176 99.5 
工 事 負 担 金 130,087 115,524 △14,563 88.8 
水道施設加入金 107,762 87,289 △20,473 81.0 
固定資産売却代金 1 40 39 4,000.0 

計 973,767 938,594 △35,173 96.4 
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支出                            
科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

建設改良費 2,432,993 2,019,688 234,151 179,155 83.0 
企業債償還金 658,698 658,697 0 1 100.0 
予 備 費  5,000 0 0 5,000 0.0 

計 3,096,691 2,678,384 234,151 184,156 86.5 
 

 
３ 企業債の概況（単位は千円、千円未満は四捨五入） 

種 別 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高 
企 業 債 7,157,313 700,000 658,697 7,198,616 

※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 
４ 令和３年度の経営方針及び予算の概要 

水道事業は、給水開始から６０年以上経過していることから、浄水場や管路

等の老朽化に対応するための更新事業を実施するとともに、耐震化等の工事に

ついても併せて推進しています。 
安全な水道水を安定的に供給するため、今後も計画的に事業を実施していき

ます。 
なお、令和３年度の主な建設改良事業と予算額は、次のとおりです。 

 
（１）配水管更新事業     ２，２６２，２０１千円 
（２）原水浄水施設改良事業    １８３，７８８千円 
（３）配水管布設替事業      １３５，０１６千円 
（４）大規模開発事業       １２１，９６８千円 
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令和３年度の水道事業会計予算の概要は、次のとおりです。 
（１）収益的収入及び支出 

収     入 
第１款 水道事業収益      ７，０７５，８４０千円 

第１項 営業収益      ６，６５３，３８９千円 
第２項 営業外収益       ４２２，４３５千円 
第３項 特別利益             １６千円 

 
支     出 

第１款 水道事業費用      ６，４６８，３４３千円 
第１項 営業費用      ６，３３１，９３７千円 
第２項 営業外費用       １２５，９４３千円 
第３項 特別損失          ５，４６３千円 
第４項 予備費           ５，０００千円 

 
（２）資本的収入及び支出 

収     入  
第１款 資本的収入       １，０７１，３３７千円 

第１項 企業債         ７００，０００千円 
第２項 他会計負担金       ３５，７７３千円 
第３項 工事負担金       ２４３，１０７千円 
第４項 水道施設加入金      ９２，４５６千円 
第５項 固定資産売却代金          １千円 

 
支     出 

第１款 資本的支出       ３，７５３，８９２千円 
第１項 建設改良費     ３，０４６，９４３千円 
第２項 企業債償還金      ７０１，９４９千円 
第３項 予備費           ５，０００千円 

 
資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額   ２，６８２，５５５千円 
不足する額を補填する財源の内訳 

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額  ２３４，１９７千円 
減債積立金                   ２００，０００千円 
建設改良積立金                 ２００，０００千円 
過年度分損益勘定留保資金          ２，０２７，５３４千円 

  当年度分損益勘定留保資金             ２０，８２４千円 
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■公共下水道事業の業務状況 （令和３年３月３１日） 
 
１ 事業の概況 

令和３年３月３１日現在の公共下水道事業の概況は、次のとおりです。 
・水洗化人口        ３０７，７５０人 
・一日平均処理水量     １４０，６７３㎥ 
・年間有収水量    ３３，５０３，０４７㎥ 
 
また、下水道施設の整備拡充のため、令和２年度も施設整備を計画的に推進

するとともに、老朽化した施設の更新や改良を実施してまいりました。 
令和２年度に実施した建設改良事業の主な内容は、次のとおりです。 

 
（１）下水道整備の状況 
整備人口(人) 普及率(％) 現在整備面積(ｈａ) 整備率(％) 整備管きょ延長(km) 

306,783 86.8 市街化区域 3,186 99.0 947.3 
調整区域 928 29.9 

 
（２）汚水管渠整備事業 
   汚水管の築造工事        １，９３０ｍ 
 
（３）汚水管渠改良事業 
   汚水管の更新工事等       ４，０３７ｍ 

 
その他の主な業務の執行状況につきましては、公共下水道の新規接続件数は

上半期６６４件、下半期８３８件、合計１，５０２件となりました。 
また、下水道管の適切な維持に必要な清掃（定期清掃及び緊急に必要になっ

た清掃）を上半期２０，６０７ｍ、下半期２３，０００ｍ、合計 
４３，６０７ｍ実施いたしました。 

 

 

２ 経理の状況  
収益的収入支出につきましては、下水道事業収益の予算額６，５７４，６００

千円に対して、６，４４２，８７０千円の収入があり、下水道事業費用の予算

額６，４１９，８３６千円に対して、６，２２４，３７１千円の支出があり、

収入支出差引２１８，４９９千円となりましたが、消費税及び地方消費税抜き

の損益ベースでは、１０７，１２１千円の純利益を計上しました。 
資本的収入支出につきましては、資本的収入の予算額１，０２８，７４３千
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円に対して、９６３，４９３千円の収入があり、資本的支出の予算額 
３，９３３，１９２千円に対して、２，９２２，４９６千円の支出があり、収

入支出の差引１，９５９，００３千円の不足を生じましたが、この不足額は、

過年度分損益勘定留保資金等で補填しました。 
なお、令和２年度の予算の執行状況は、次のとおりです。   

※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 
（１）収益的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 
 
収入                     
科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 
営 業 収 益  4,604,499 4,482,612 △121,887 97.4 
営業外収益 1,852,135 1,842,259 △9,876 99.5 
特 別 利 益  117,966 118,000 34 100.0 

計 6,574,600 6,442,870 △131,730 98.0 
 
支出                   
科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

営 業 費 用  5,975,556 5,787,186 0 188,370 96.8 
営業外費用 390,158 390,155 0 3 100.0 
特 別 損 失 49,122 47,030 0 2,092 95.7 
予 備 費 5,000 0 0 5,000 0.0 

計 6,419,836 6,224,371 0 195,465 97.0 
 
（２）資本的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 
 
収入                    
科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 
企 業 債 600,000 555,900 △44,100 92.7 
国 庫 補 助 金 180,750 97,970 △82,780 54.2 
受 益 者 負 担 金 33,300 38,494 5,194 115.6 
分 担 金 9,300 65,850 56,550 708.1 
他 会 計 負 担 金 69,959 69,433 △526 99.2 
他 会 計 補 助 金 135,433 135,433 0 100.0 
固定資産売却代金 1 17 16 1,700.0 
工 事 負 担 金 0 396 396 皆増 

計 1,028,743 963,493 △65,250 93.7 
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支出                            
科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

建設改良費 2,741,331 1,735,638 809,954 195,739 63.3 
企業債償還金 1,186,861 1,186,858 0 3 100.0 
予 備 費  5,000 0 0 5,000 0.0 

計 3,933,192 2,922,496 809,954 200,741 74.3 
 

 
３ 企業債の概況（単位は千円、千円未満は四捨五入） 

種 別 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高 
企 業 債 16,116,538 555,900 1,186,858 15,485,580 

※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 
４ 令和３年度の経営方針及び予算の概要 

公共下水道事業は受益者負担の原則に基づき経営を行っております。また、

雨水施設の整備及び維持管理については、公費（一般会計からの繰入金）によ

り実施されています。 
下水道施設については、下水道法により点検の方法や頻度を事業計画に記載

するものとされており、適切な維持管理が求められていることから、老朽化の

進んだ施設の点検や維持管理、更新を進めてまいります。このほか、未整備地

区での汚水施設の整備や、雨水対策のための施設整備事業を進めます。 
なお、令和３年度の主な事業と予算額は、次のとおりです。 

 
（１）汚水管渠整備事業          ５７７，４８２千円 
（２）汚水管渠改良事業          ５１９，１８９千円 
（３）流域下水道整備事業負担金      ３３６，９０５千円 
（４）新宿町二丁目下水道管路施設更生事業 １５０，０００千円 
（５）上下水道管理センター監視制御設備更新事業（汚水） 
                     １００，０００千円 
（６）上下水道管理センター監視制御設備更新事業（雨水） 
                     １００，０００千円 
（７）岸町一丁目下水道管路施設更生事業   ５５，４００千円 
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令和３年度の公共下水道事業会計予算の概要は、次のとおりです。 
（１）収益的収入及び支出 

収     入 
第１款 下水道事業収益      ６，３５０，９４８千円        

第１項 営業収益        ４，５９５，７２０千円 
第２項 営業外収益       １，７３５，１２０千円 
第３項 特別利益           ２０，１０８千円 

 
支     出  

第１款 下水道事業費用       ６，１８０，６６６千円 
第１項 営業費用        ５，８３８，５９５千円 
第２項 営業外費用         ３１３，３４４千円 
第３項 特別損失           ２３，７２７千円 
第４項 予備費             ５，０００千円 

 
（２）資本的収入及び支出 

収     入 
第１款 資本的収入           ８０８，５９７千円 

第１項 企業債           ６００，０００千円 
第２項 国庫補助金          ３４，０００千円 
第３項 受益者負担金         ３３，０００千円 
第４項 分担金             ９，３００千円 
第５項 他会計負担金         ７２，６２７千円 
第６項 他会計補助金         ５９，６７０千円 

 
支     出 

第１款 資本的支出         ３，３２８，３８５千円 
第１項 建設改良費       ２，１４１，９２８千円 
第２項 企業債償還金      １，１８１，４５７千円 
第３項 予備費             ５，０００千円 

 
資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額   ２，５１９，７８８千円 
不足する額を補填する財源の内訳 

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額  １５７，１５５千円 
過年度分損益勘定留保資金          ２，３６２，６３３千円 
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